
令和７年度 学校自己点検・自己評価 

１ 目的 

 教育活動その他の学校運営の状況について評価を行い、その結果に基づき学校運営の改

善を図るとともに、社会のニーズを踏まえ質の高い看護教育を保証する。 

 

２ 方法 

全教職員が学校自己点検・自己評価の中項目に則って評価し、学校自己点検・自己評価

委員会で集計および分析した。評価基準は、５：できている、４：ややできている（もう

少し）、３：どちらでもない、２：ややできていない（不十分）、１：できていないの５段階

とした。評価基準の数値を得点化して中項目と大項目の平均点から評価した。 

 

３ 結果・評価 

中項目全 34 項目の平均点は 4.60 点（92.0％）で概ねできているといえる。平均点以上

は 21 項目あり、平均点未満は 13 項目あった。特に得点が高い項目は、「教育理念・教育

目的・教育目標の設定」、「学籍の管理」、「教科外活動の実施」だった。逆に得点が低い３

点台の項目は２つあり、教職員の欠員と休暇取得が影響した「学校組織」が 3.2 点、学生

の駐車場の確保や学生室、カンファレンスルームの確保が十分でなかった「実習施設の要

件」が 3.9 点だった。次いで「実習場の指導体制」、「学習環境及び学習支援」、「教員の研

究または研修成果の発表」、「仕事と生活」、「生活の支援」、「進路決定」、「健康管理」が４

点台前半だった。「実習場の指導体制」においては、看護単位ごとに臨地実習指導者を２

名以上配置できていない施設があることや、実習内容の理解不足、指導者が専任でなかっ

たこと、「学習環境及び学習支援」においては、校舎の老朽化により急遽修繕が必要にな

ったが補修に時間を要したこと、「教員の研究または研修成果の発表」においては学会発

表を可能とする環境が十分整えられていないこと、「仕事と生活」、「健康管理」において

は、年休取得が進まない教職員がいたこと、「生活の支援」においてはインフルエンザ等

の感染対策が十分でなかったことが影響した。【図１】。 

【図１ 評価項目中項目の平均点】 
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 前年度と比較し、0.3 ポイント以上高かった項目は、「ＩＣＴ教育」+0.5、「教員の適正配

置」、「キャリア開発」+0.4、「災害への備え」+0.3 だった。一方 0.3 ポイント以上低かった

項目は「生活の支援」、「進路決定」-0.5、「学校組織」、「実習施設の要件」－0.4 だった。

「ＩＣＴ教育」はガイドライン、「キャリア開発」は教員ラダーの運用が開始になったこと、

「教員適正配置」は、不足していた経験を補うために病院での研修を行ったこと、「災害へ

の備え」は、津波対策マニュアルを策定したことが要因となった。「生活の支援」はインフ

ルエンザ等の感染症予防が十分行えなかったこと、「進路決定」は、管内病院への就職を希

望していたものの叶わず、就職先決定に時間を要したことが影響した。「学校組織」と「実

習施設の要件」は３点台と低く、要因は前述した通りであった。【図２】。 

 

【図２ 評価項目中項目平均点、昨年度との比較】 

大項目 12 項目のうち、最も平均点が高かった項目は、前年同様「入学」、「地域社会への

貢献」、「学校評価」の 4.9 点、逆に最も低かった項目は「学校運営」4.3 点、次いで「キャ

リア開発と職員のＷＬＢ」の 4.4 点、「学生支援」の 4.5 点の順だった。最も平均点が上昇

したのは、津波対策マニュアルの作成に加え、防災備品の点検が進んだ「防災」、下降した

のは就職先決定に時間を要したことが要因となった「就職・進学・卒業」だった。【図３】。 

 

【図３ 評価項目大項目の平均値と昨年との比較】 
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詳細は以下に示す。 

項  目 結果・評価 

教育理念

等 

・教育理念等の設定 

・教育理念等の達成 

教育理念は、学校ホームページ、玄関、図書室に掲示し

周知している。ディプロマポリシー、アドミッションポリ

シー、カリキュラムポリシーを学生便覧や履修案内に示し

た。更に、シラバスにディプロマポリシーとの関連を示し、

学生・教職員共に教育の指針とするようガイダンスで意識

づけた。長期ルーブリック、実習ルーブリックの活用が進

まず課題となった。 

学校運営 ・組合組織 

・学校組織 

・会議等 

・教員適正配置 

中東遠看護専門学校組合は、10 月と２月に幹事会、運営

委員会を経て、定例会に上程し、原案のとおり決定した。

例規の見直しについては、タイムリーに行えていないもの

もあるが、管理市の袋井市と情報共有しながら改正した。 

４月に学校運営方針及び学校組織図を提示し、年度目標

を毎月の職員会議で意識づけた。情報のシステム化により

業務の効率化を図ってはいるが、パソコンの入れ替えや、

情報資産管理を目的としたスカイシーの導入、紙とデジタ

ルの混在等で、不具合が生じており整備が必要となった。 

従来の会議や委員会（カリキュラム評価委員会、評価改

善実行員会、情報システム・セキュリティ委員会、キャリ

ア形成委員会）を定期的または適宜開催していた。情報シ

ステム・セキュリティ委員会による情報倫理規程の運用を

目指したガイドライン、評価改善実行委員会による合理的

配慮についてのガイドライン、キャリア形成委員会による

教員ラダーの運用が始まった。加えて、キャリア形成委員

会では人材育成や開発の仕組みとして、人材育成計画を作

成し、カリキュラム評価委員会では、集団のリフレクショ

ンによる授業改善やカリキュラム評価につながる研修を行

った。新たにＡＩの活用を盛り込んだ情報倫理規程やガイ

ドラインの整備、情報倫理違反が起こった際の対応、会議

の計画性や内容が課題となった。 

今年度は両課とも正規職員の欠員を抱えたままのスター

トとなった。更に教務課においては、２人が長期研修に出

席し、総務課においては会計年度職員の年度途中の退職が

あり負担が大きかったが、年度内に人員の補充ができた。

教員の適正配置においては、不足していた精神科領域の経

験を病院研修で補った。 

教育活動 ・教育課程 

・学籍の管理 

・単位の認定 

・図書室の整備と管理 

・授業の構築 

新型コロナ感染症の特別欠席が 10（前年度 27）件と減少

した一方で、インフルエンザの特別欠席が 48（前年度３）

件と、増加した。その影響を受け臨地実習の補習が 14（前

年度２）件、特別実習はなく（前年度５件）、やや過密にな

った時期はあるものの適正に教育課程を遂行した。カリキ



項  目 結果・評価 

・教材の管理 

・授業方法の工夫・研究 

・教員の研究または研

修成果の発表 

・実習施設の要件 

・実習場の実習指導体制 

・実習指導者との連携 

・教科外活動の実施 

ュラム評価委員会では、組織的に授業参観やＰＲОＧ（ジ

ェネリックスキルの測定及び育成するためのプログラム）

を行った。卒業生アンケートは、収集方法を見直し、次年

度より再開する予定である。 

学籍管理は、インフォクリッパーの導入により複雑化し

た部分もあるが、成績入力や成績確認作業、証明が効率的

かつ適正にできた。 

令和４年度から図書室の開室時間を１日開室に変更し、

利用者及び貸出数は安定している。時代遅れのビデオを含

めた視聴覚機器は、今後整理・整頓が必要である。 

教員の授業時間は、令和５年度から２クラス合同授業が

可能となり概ね週 15 時間で整えられていたが、クラス別の

科目が増え、時期によって担当授業が集中し過重となるこ

ともあった。 

視聴覚教材において、各教室のプロジェクター、新しく

入れ替えたパソコンや講師用パソコンのバッテリー不良等

による不具合があり整備が必要となった。基礎・成人看護

実習室の床頭台に設置したＴＶ等古い視聴覚教材は、ベッ

ド周囲の環境をイメージするために設置するが、今後継続

するか検討する必要がある。令和５年度購入した視聴覚教

室の大型モニターは、接触不良を修理したものの視聴でき

ないことが多く継続した整備が必要である。 

授業方法を個人差はあるが、それぞれが研究的に評価し

母性看護学では独自に作成した視聴覚教材の効果を研究し

学会発表することができた。カリキュラム評価委員会の活

動として、授業参観を継続して推奨し、参観数の可視化を

行った。２回目となる集団による授業リフレクションは、

前年度専門とする講師の研修を受け実施した。 

学会や研修は積極的に参加し、実習を含む授業や業務の

評価は、全教員１つ以上を目指し、倫理申請後「実践報告

カリヨン」で報告した。外部への発表は、学校の支援を人

材育成計画として制度化し、次年度も実施する予定である。 

学生室やカンファレンス室、更衣室、駐車場の確保、看

護用品の老朽化や不足がある実習施設があった。実習指導

者との連携においては、実習要綱の内容理解の差、看護管

理者が学生指導を兼任していることが常態化している施設

が少数あり課題となった。各看護単位の指導者の配置は、

依頼しているものの、依然として不足がある。実習先で感

染症が発生した場合、適宜調整が行われたが、施設側の人

員不足で指導体制が整わない場合もあった。 

近隣の特別支援学校の奉仕活動等を受け入れた。 



項  目 結果・評価 

入学 ・入学に関すること 

 

入試委員会で受験資格を確認し、入試の計画により、適

正に入学者を決定した。新型コロナを含む感染症対策は、

徐々に通常に戻し実施した。推薦入試の住所要件と評定平

均の緩和を継続し、推薦・社会人入試による入学者を定員

の８割程度とした。入試の倍率は、推薦･社会人入試 1.1 倍

（前年度 1.2 前々年度 1.5 倍）、一般入試は 1.0 倍（前年度

2.1 前々年度 1.6 倍）であった。一般入試は出願者が激減

した上に、併願による辞退があった。次年度は、現在籍者

数を合わせ総数（180 人）を満たしているが、今後更に少子

化が進行することを踏まえ、高校訪問のエリア拡大、オー

プンキャンパスの回数増加、中学校訪問に加え、入試方法

の見直し等新たな入学生確保対策が急務となった。入試の

面接は、前年度同様集団と個人を実施し、集団面接の評価

の視点は、社会人基礎力のチームで働く力、個人面接は本

校アドミッションポリシーに則り総合的な判断を行った。 

入学予定者を対象に、入学前学習を実施した。応援メッ

セージの配信及び学習進捗状況確認アンケートを実施し、

入学予定者の学習状況の把握と、疑問の解決に役立った。 

学生支援 ・学習環境及び学習支

援 

・ＩＣＴ教育 

・生活の支援 

・国家試験合格支援 

予算措置に伴い修繕を行っているが、校舎の老朽化によ

る天井からの水漏れ、エアコンの故障等があり、予定外の

修繕に時間を要した。前々年問題となった玄関付近の蜂が、

再び大量発生し駆除を行った。 

物品管理担当により、基礎成人看護実習室とシミュレー

ションセンターの整理整頓が進み、故障したベッドの破棄、

看護用品の入れ替え購入等を行った。シミュレーターの活

用や経年劣化を計画的に修繕することが継続課題である。 

ＩＣＴを利活用した教育の運用に努め、ＩＣＴガイダン

スや相談を実施する等の支援をした。キャリア形成委員会

企画のＩＣＴ活用に関す学習会を実施した。ＩＣＴ教育に

関わるガイドラインやセキュリティソフトの使用を開始し

今後も整備を進める予定である。 

奨学金や教育訓練給付制度は、必要に応じて掲示やマチ

コミで情報提供し支援を行った。基本的な感染予防対策を

行ったが、インフルエンザの流行により、罹患者が増加し

対策が必要になった。 

国家試験担当を中心に指導計画及び状況を共有する等チ

ューターと連携し、合格に向けて支援した。 

就業 

進学 

卒業 

・進路決定 

・卒業生の把握 

キャリア形成科目及びチューターによる進路相談を行っ

た。就職担当教員が１年次から進路希望を調査し、情報を

共有しながら一人ひとりに合った進路が決定できるよう支

援した。また、２年次に実施する就職ガイダンスは、イン



項  目 結果・評価 

ターンシップの参考となるよう７月開催とした。３年生全

員が１月までに進路を決定したが、管内病院受験者 50 人中

８人が不合格となり、２次募集で６人が合格、48 人

（90.6％）が管内病院に内定した。管内病院の募集状況を

把握し、マッチングの支援が課題となった。 

卒後３年目までのホームカミングデイの実施と、新規採

用者が入職した施設に出向き、様子を聞き取り把握に努め

た。また、カリキュラム評価委員が卒後３年目までの卒業

生に教育目標達成度の自己評価アンケートを実施した。 

地域社会

への貢献 

・地域との連携と社会

への情報発信 

・近隣関連施設との連

携 

宣誓式やオープンキャンパス、カリヨン祭を通常開催し、

ホームページに掲載した。ふくろい遠州の花火のボランテ

ィアを含め 12 団体から依頼があり１・２年生の 65（前年

度 93）人が参加した。中学生の学校訪問と職業体験が１件

ずつ、袋井支援学校生徒の奉仕作業と用品販売があった。 

国際的な

視野 

・国際的な視野の拡大 文化人類学等の科目では、看護師の職務において国境を

越え広い視点で活動することを学んでいた。ＴＯＰＥＣ看

護英語試験合格を目指し、２年生が看護基礎英語により、

３年生が看護英語により英語力を高め 63.6％が合格した。 

袋井国際交流協会からボランティア活動の案内が３回あ

り５人が参加者した。 

財務 ・予算の執行 本年度予算の執行状況及び次年度予算計画を幹事会、運

営委員会、定例会に報告した。歳出削減や経営意識の獲得

が課題となった。教務課と総務課が協力し、予算内に収ま

るように実施した。計画したことは計上して購入し、計画

どおりでない場合はケースに応じた対応を実施した。 

キャリア

開発と職

員 の

WLB 

・健康管理 

・仕事と生活 

 令和７年中の有給休暇の取得平均は 10.8 日で、前年中の

10.0 日より微増した。新型コロナウイルス感染症やインフ

ルエンザは簡易手続きにより特別休暇が取得できるように

変更したことで年休取得には影響を与えなくなった。計画

的取得においては個人差があった。教員のＷＬＢは、小グ

ループ毎の取り組みを継続し、昼休憩の確保の促進や時間

外申請用パソコンの増加により改善傾向がみられた。教員

ラダーの運用開始によりキャリア開発を意識していた。 

防災 ・災害への備え  定期的な防災訓練や抜き打ち防災訓練を実施し、防災意

識の継続につながった。津波対策マニュアルを策定し、災

害マニュアルの見直しを行った。実習時に必要な１泊分の

食料や物品の確保の確認が課題となった。 

学校の 

評価 

・自己点検・自己評価 評価改善実行委員会が前年度取り組んだ６点に学則見直

しを加え取り組んだ結果、ＩＣＴ教育、ＷＬＢ、防災のよ

うに改善をみた項目もあれば、教職員の確保に関連した学

校組織、実習施設の要件、指導体制のように取り組み成果
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が表れていない項目があった。定期的に自己点検・自己評

価委員会を開催し、課題解決状況の確認や評価方法を検討

しているため、入学生確保や就職先とのマッチングに関す

る新たな課題への取り組みも開始する必要がある。 

４ 課題 

１）入学志願者の増加と将来設計に基づく優秀な入学生の確保 

２）教職員の定数確保に向けた採用計画 

３）実習施設及び実習指導体制の充実 

４）経営意識に基づく教材の整備（整理整頓含む） 

５）教職員のタスクマネジメント力向上 

 ６）実践的な災害対策  

 

５ 学校関係者評価 

 学校関係者である実習病院８カ所に上記内容を説明し、評価項目と課題において、１カ

所からの１項目を除き承認を得た。 


